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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
洪水氾濫対策

堤防整備 荒川下流河川事務所 1
護岸整備 東京都建設局 2
堤防等の耐震・耐水対策事業 東京都建設局 3
砂防堰堤の整備 東京都建設局 4
河道掘削 荒川下流河川事務所 5
京成本線荒川橋梁架替事業 荒川下流河川事務所 6
調節池整備 東京都建設局 7
高規格堤防整備事業 荒川下流河川事務所 8

内水氾濫対策
下水道排水施設整備事業 東京都下水道局 9

流域の雨水貯留機能の向上
校庭貯留の取組 北区 11
雨水貯留施設整備事業 東大和市 12
校庭貯留の取組 ⻄東京市 新規 13
建物内の雨水貯留施設の取組 武蔵野市 14
雨水貯留施設整備事業 東大和市 15
住宅等の雨水貯留の取組 ⻘梅市 16
透水性舗装整備事業 豊島区 17
雨水貯留・浸透施設の設置義務づけ、指導の取組 東京都都市整備 更新 18
自然地保全の取組 小平市 更新 19
グリーンインフラ整備（公園緑地の整備、施設の緑化等）事業 中野区 20
道路下の雨水貯留浸透施設整備事業 ⻄東京市 21

被害対象を減少させるための対策
水災害ハザードエリアにおける土地利用や住まい方の工夫

高台への一時避難及び二次避難経路の確保 荒川下流河川事務所 22
高台まちづくりの推進 東京都都市整備局 23
都市開発諸制度の活用による高台まちづくりの促進 東京都都市整備局 24
板橋区かわまちづくりの取組 板橋区 25
住宅高床化の取組 杉並区 26
大規模水害に対応した既設排水ポンプ施設の耐水化、水閘門を活用し
た氾濫水の自然排水

荒川下流河川事務所 27

土砂災害警戒区域等の指定見直し・公表 東京都建設局 28

ページ
被害の軽減、早期復旧･復興のための対策

避難体制等の強化
荒川3D浸水想定区域図〜３Ｄ洪水ハザードマップ〜の公表 荒川下流河川事務所 29
水防災情報の発信強化 東京都建設局 30
水防災情報の発信強化 東京都建設局 31
高潮浸水想定区域図の改定・高潮特別警戒水位の再設定 東京都建設局 32
土砂災害危険度情報の発信による土砂災害リスク情報の充実 東京都建設局 33
まるごとまちごとハザードマップの設置 台東区 34
浸水ハザードマップの配布 港区 更新 35
ハザードマップの改良及び啓発の取組 墨田区 36
公開型GISへのハザードマップの反映 中野区 37
ハザードマップ解説動画の作成 北区 38
首都圏における広域的な避難対策の具体化に向けた検討会 内閣府、東京都総務局 更新 39
荒川下流タイムラインの策定・運用の取組 荒川下流河川事務所 40
コミュニティタイムライン作成支援事業の実施 北区 41
河川水位確認を目的としたAI解析による実証実験 江⼾川区 42
東京マイ・タイムラインセミナーの実施 東京都総務局 更新 43
（小中学校を含む）防災教育の推進の取組 荒川下流河川事務所 44
オンライン学習支援プログラムの取組 荒川下流河川事務所 45
気象防災ワークショップの実施〜毎年の取組みとして〜 気象庁東京管区気象台 更新 46
 おうちで備えるキャンペーン（ローリングストック周知、防災教育） 板橋区 47

「防災クイズラリーキット」の作成 文京区 48
職員防災訓練（水害編）の実施 江⼾川区 新規 49
水害からの避難に関する多言語の動画を作成 江⼾川区 50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓練の実
施の取組

荒川下流河川事務所 51

東京都における排水作業準備計画について 東京都建設局 52
区市町村との合同排水ポンプ車操作訓練の拡充 東京都建設局 53
止水板設置の取組 板橋区 54
避難施設等の整備、確保（避難路、避難所等）の取組 港区 55
災害時における移動手段や宿泊施設の確保に関する連携協定を締結 墨田区 新規 56
水害時における⺠間集合住宅との一時避難協定の締結に係るガイドラインに
ついて

葛飾区 新規 57

避難確保計画作成支援DVD及び手引き作成の取組 荒川下流河川事務所 58
避難確保計画作成の手引き及びひな型の配布 中央区 新規 59
避難確保計画作成支援システムの導入 北区 新規 60
要配慮者施設への計画作成勧奨 葛飾区 新規 61
新宿区・第四消防方面合同水防訓練 新宿区、消防署、消防団、東京都 62
令和６年度台東区・三署合同総合水防訓練 台東区 新規 63
京成本線荒川橋梁部水防訓練の実施 足立区 更新 64
京成本線荒川橋梁部水防訓練の実施 葛飾区 65
北区大規模水害避難行動支援計画の策定 北区 66

グリーンインフラの取組
荒川下流自然再⽣ 〜グリーンインフラの整備〜 荒川下流河川事務所 67
善福寺川「水鳥の棲む水辺」創出事業 杉並区 68
水質改善を目的とした浚渫 東京都建設局 69
遅野井川親水施設整備 杉並区 70
すみだ自然観察会「荒川河川敷の⽣きもの観察」 墨田区 71
荒川下流ミズベ・グリーンコミュニティ 荒川下流河川事務所 72
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：西東京市】

『校庭貯留の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（3）流域の雨水貯留機能の向上

①校庭貯留

西東京市教育委員会 教育企画課担当部署

042-420-2823連絡先

関係機関

取組概要
道路への雨水流出抑制の取組として、西東京市谷戸第二小
学校の校庭に雨水浸透貯留槽を整備。
385㎥の貯留槽がすでに校庭に設置してあるが、今回工事
ではスロープ下に流れる雨水の流出を抑制するため、41㎥
の貯留槽を追加して設置した。

取組内容の工夫点・課題・留意点
校門部分に設置したため、児童の登下校に支障が出ないよ
う夏休み工事とした。

取組による効果
雨水流出を抑制し、道路の溢水対策を図った。
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令和６年度
雨水浸透貯留槽設置位置

新規



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：東京都】

『雨水貯留・浸透施設の設置義務づけ、指導の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

④一定規模以上の開発行為に対する雨水貯留・浸透施設の設置義務づけ、指導

東京都豪雨対策基本方針における対策強化流域

東京都 都市整備局都市基盤部調整課担当部署

03-5388-3386連絡先

各区市町村関係機関

取組概要
○東京都豪雨対策基本方針（改定）に基づき区市町村と連
携し、雨水流出抑制施設の設置を促進
【指導】
・公共施設や大規模民間開発などを対象として、一定規模
の雨水貯留浸透施設を設置することとしている

【補助】
・東京都豪雨対策基本方針（改定）において 浸水被害や
降雨特性などを踏まえ、甚大な浸水被害が発生している
流域を対策強化流域として選定し、豪雨対策を強化する

・雨水流出抑制施設の設置促進に向けて地元自治体へ補助
を実施することとしている

取組内容の工夫点・課題・留意点
・民間施設向けの補助は、H30年度より補助率を引き上げ
・公共施設向けの補助は、R2年度より補助対象施設の規模
要件を撤廃

・令和６年度より補助対象施設にグリーンインフラを追加

取組による効果
・河川、下水道への雨水の流入を抑制

（うち、荒川水系に該当する流域は ）
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

更新



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：小平市】

『自然地保全の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

⑤自然地の保全

ビジュアルイメージ
（図表等）

小平市 水と緑と公園課担当部署

042-346-9831（用水担当）
042-346-9830（緑生担当）

連絡先

－関係機関

取組概要
(市民協働による樹林地保全の取り組み)
小平市と市内のアダプト団体等との協働により、市内の

特別緑地保全地区を中心とした樹林地において、下草刈り
や落ち葉掻きなど樹林地の自然環境の保全活動を実施して
いる。

取組内容の工夫点・課題・留意点
市民協働で実施することにより、市費負担の軽減や市民

の緑化意識の啓発を図っている。

取組による効果
市民協働で実施することにより、市費負担の軽減や市民

の緑化意識の啓発を図っている。

19

更新



更新『浸水ハザードマップの配布』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

①ハザードマップの改良・周知等

港区 街づくり支援部土木課土木計画係担当部署

03-3578-2217連絡先

-関係機関

取組概要
・浸水ハザードマップを窓口で配布
・浸水ハザードマップを港区ホームページで公表

取組内容の工夫点・課題・留意点
・各地区総合支所においても浸水ハザードマップを配布す
ることで、入手しやすくした。
・港区ホームページで公表することで、窓口に来庁しなく
ても入手できるようにした。

取組による効果
・多くの人に浸水ハザードマップを周知することができた。
（令和7年1月末現在で1600部配布）

■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：港区】
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浸水ハザードマップ ホームページの周知状況

更新



『首都圏における広域的な避難対策の具体化に向けた検討会』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1) 避難体制等の強化

②タイムラインの策定・運用

内閣府 政策統括官（防災担当）
東京都 総務局総合防災部

担当部署

内閣府 03-3501-5693
東京都 03-5388-2486

連絡先

江東５区 他関係機関

取組概要
平成30年６月に設置した「首都圏における大

規模水害広域避難検討会」において、関係機関
と検討を進め、令和４年３月に「広域避難計画
策定支援ガイドライン」をとりまとめました。
同ガイドラインを踏まえ、広域避難対策のさら
なる具体化を図るべく、令和４年度より「首都
圏における広域的な避難対策の具体化に向けた
検討会」を設置しました。

取組内容の工夫点・課題・留意点
広域避難先開設・運営、避難手段・誘導、情

報発信・伝達について、それぞれワーキンググ
ループを設置して検討を実施中。

取組による効果
広域避難の実効性確保に向けた具体化が進み

ます。

■対策事例
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【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会
：内閣府・東京都】

検討会の構成

検討例（首都圏大規模水害広域避難計画モデルについて（中間のまとめ））※第６回検討会 資料１

更新



東京都 総務局総合防災部担当部署

03-5388-2486連絡先

区市町村 他関係機関

取組概要
〇町会・自治会、学校、企業などを対象とした出前講座や、
地域でマイ・タイムラインの作成指導ができる人材を育成
する作成指導者講座などの実施。

【令和６年度実施セミナー】
・町会・自治会向けセミナー（東京防災学習セミナー等）
・学校出前講座
・親子セミナー
・企業セミナー
・地域リーダー講習会
・自治体職員向けセミナー

➣令和６年度は都内各所で計80回程度実施見込

〇風水害の脅威を体感できるVR体験会も実施。
・地域の防災訓練、防災イベント など

『東京マイ・タイムラインセミナーの実施』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

③防災教育や防災知識の普及
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■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：東京都】

セミナーの様子 VRゴーグル体験

「東京マイ・タイムライン」
地域リーダー講習会（立川会場）

（R7.2）

令和６年度 墨田区総合防災訓練
（R6.11）

更新



『気象防災ワークショップの実施～毎年の取組みとして～』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

③防災教育や防災知識の普及

気象庁東京管区気象台担当部署

042-497-7216連絡先

地方公共団体関係機関

取組概要
・市区町村が発令する避難情報を疑似体験するグループワーク。
・このワークショップを通じて、防災気象情報を適切に理解し、
⾃治体の体制の強化や避難情報の発令のタイミングなど判断の
ポイントを学んでいただき防災対応⼒の向上を目指す。

・気象庁では、すべての⾃治体を対象に実施。
・毎年の取組みとして改善を重ねていく。
取組内容の工夫点・課題・留意点
・ここ数年はオンラインも⽤いて実施。
・グループワーク資料は全国⼀律のため、実感が湧かないとの声も。
⇒ “我が事感” を持って取り組んでもらえるよう、
東京版資料を作成した。

取組による効果
・防災担当初心者をはじめ各⾃治体からは、防災気象情報等に
対する理解も進むため、継続的に実施して欲しいとの評価もいただ
いている（実施後アンケートより）。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京管区気象台】
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ワークショップ実施の様子

更新



『職員防災訓練（水害編）の実施』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１）避難体制等の強化

③防災教育や防災知識の普及

江戸川区 危機管理部防災危機管理課担当部署

03-5662-2037連絡先

関係機関

取組概要
○各部対応訓練
・令和５年度に策定した江戸川区業務継続計画（水害編）
の非常時優先業務を参考に大規模水害時を想定した訓練を
実施。フェーズについては、台風上陸３日前から発災直後
までを想定。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・初めての大規模水害を想定した訓練であり、課題を確認
することを目的に各部が主体的に訓練シナリオを作成して
実施できるように工夫した。具体的には、各部によって主
となる活動のフェーズが異なるため、詳細なルールは設け
ずに実施した。今後の課題としては、本部や各部間での連
携した訓練の実施及び全庁での議論が必要である。

取組による効果
・職員一人ひとりが役割を自覚し、災害対応力の向上につ
なげるとともに、訓練を重ね課題解決へつなげる。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：江戸川区】
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『災害時における移動手段や宿泊施設の確保に関する連携協定を締結』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

⑧民間施設を活用した避難場所等の整備、確保

墨田区 都市計画部危機管理担当防災課担当部署

03-5608-6206連絡先

東武トップツアーズ株式会社関係機関

取組概要
災害時に高齢者や障害者等の要配慮者が安心して
避難ができるよう、移動手段の確保を目的とした協定。
また、本協定では移動手段だけでなく、発災時に他機関の
応援職員を受け入れるための宿泊場所の確保も含んでいま
す。

取組内容の工夫点・課題・留意点
災害時において、高齢者や障害者などの要配慮者は、自力
で遠くまで歩いて避難することが難しかったり、移動手段
が限られているため、民間業者と協定を締結した。

取組による効果
災害時において、旅行会社のネットワークを活かしてバス
を独自に派遣し、要配慮者の避難を促進する。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：墨田区】
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『水害時における民間集合住宅との一時避難協定の締結に係るガイドラインについて』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

⑧民間施設を活用した避難場所等の整備、確保

葛飾区 地域振興部危機管理課担当部署

03-5654-8572連絡先

―関係機関

取組概要
・協定のためのガイドラインを作成することで、協定に対
し理解促進を図り、協定を結びやすいようにしている。
・マンションと町会で協定を結ぶ場合には、水害一時避難
施設への避難受入人数を上限として、簡易トイレとアルミ
ブランケットを備蓄物資として提供しています。

取組内容の工夫点・課題・留意点
備蓄品を提供することで、避難協定を積極的に結べるよう
な環境づくりをした。

取組による効果

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：葛飾区】
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避難受け入れ人数を上限に下記物品を提供し
ている。

地震時に集合住宅の備蓄としても使えるため、
受け入れる側にもメリットがある
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『避難確保計画作成の手引き及びひな型の配布』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

⑨要配慮者利用施設における避難計画の作成・避難訓練の実施、及び避難確保計画作成の支援ツールの充実

中央区 環境土木部管理調整課担当部署

03-3546-5420連絡先

関係機関

取組概要
・避難確保計画作成を支援する手引きを作成

・要配慮者利用施設の避難確保計画の作成方法について手引きと
ひな型を区ホームページで公開
〇中央区のホームページ

https://www.city.chuo.lg.jp/a0034/bousaianzen/bousai/bousai
taisaku/suigaisonae/hinanplan.html

取組内容の工夫点・課題・留意点
・出水期の前に避難確保計画未作成の要配慮者利用施設に
対し、手引きとひな型を配布している。

取組による効果
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進が図れた。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：中央区】
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▲中央区ホームページ

▲避難確保計画作成の手引き
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『避難確保計画作成支援システムの導入』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

（１）避難体制等の強化

⑨要配慮者利用施設における避難計画の作成・避難訓練の実施、及び避難計画作成の支援ツールの充実

北区 危機管理室防災・危機管理課担当部署

03-3908-8184連絡先

関係機関

取組概要
要配慮者利用施設が避難確保計画を円滑に作成・訓練実施
を報告できるようにクラウド型の計画作成支援システムを
導入した。

取組内容の工夫点・課題・留意点
あらかじめ、システム内に記載例や施設毎のハザード情報
が入力されているため、避難計画作成の手間が省ける。ま
た、区から一斉連絡を行うことができるため、実際の災害
時にも安否確認等で活用を見込んでいる。

取組による効果
現在、区で点検中ではあるが、３８８施設中２１２施設か
ら計画の提出を受けている。また、訓練実施報告について
も前年度より増加した。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：北区】
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『要配慮者施設への計画作成勧奨』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

⑨要配慮者利用施設における避難計画の作成・避難訓練の実施、及び避難確保計画作成の支援ツールの充実

葛飾区 地域振興部危機管理課担当部署

03-5654-8572連絡先

―関係機関

取組概要
避難確保計画が未提出の施設を抽出し、書類・電話での作
成勧奨を行った。

取組内容の工夫点・課題・留意点
書類での勧奨だけでなく、直接電話でやり取りをすること
で、施設側に避難確保計画を作成する意義や重要性を理解
してもらい、計画の作成につなげられるよう留意した。

取組による効果
複数の未提出施設から計画の提出があった

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：葛飾区】
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ホームページの案内にフローチャートを用い、
伝わりやすいように周知している
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『令和６年度台東区・三署合同総合水防訓練』
3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
（１）避難体制等の強化

⑪水防活動における連携強化、支援

担当部署 台東区 道路管理課、危機・災害対策課

連絡先 03-5246-1302

関係機関
台東区、消防署、消防団、警察署
東京都建設局、東京都下水道局、
東京地下鉄㈱

取組概要
台風や集中豪雨等による水害に備えるため、関係

機関及び地元住民の協力を得て区・消防署合同で水
防訓練を実施（令和6年5月11日）

取組内容の工夫点・課題・留意点
台風が接近した影響により台東区内でも集中豪雨

が発生し、家屋への浸水や下水道人孔からの溢水な
ど、被害が多発したとの想定で訓練を実施した。
区庁舎に設置した災害対策本部と消防各署隊本部

との通信状況を訓練会場でモニタリングし、本部か
らの指示等に応じて各種水防工法演習等を行った。

取組による効果
・簡易水防工法や排水ポンプ操作などによる参加者
の習熟と意識醸成

・関係機関との連携による通信装置を活用した情報
伝達スキルの向上 など

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0： 】

※別紙「各対策のバーチャート」における分類
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『京成本線荒川橋梁部における水防訓練の実施』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１）避難体制等の強化

⑪ 水防活動における連携強化、支援

足立区 都市建設部 都市建設課担当部署

03-3880-5478連絡先

荒川下流河川事務所・京成電鉄株式会社関係機関

取組概要
越水の恐れがあり、治水対策上大きな課題となっている京
成本線荒川橋梁部において、鉄道営業終了後の軌道敷内で
止水板を設置する水防訓練を行った。

取組内容の工夫点・課題・留意点
新たな止水板を導入し、土のうの使用数を減らすことで、
少人数（20人）かつ短時間（約23分）での水防活動が可能
となった。
本現場は橋梁架替事業が進行中であり、現地の状況が日々
変わっていくため、施行者と密に連携を取りながら、継続
して訓練を実施していく。

取組による効果
訓練を通して、止水板設置ノウハウの向上を図り、越水を
回避することで、区民の生命・財産を水害から守ることが
できる。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：足立区】
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